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技術提案・交渉方式の適用効果と
課題への対応策の提案（研究期間：平成28～30年度）

社会資本マネジメント研究センター 
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１．はじめに 

2014年（平成26年）6月の品確法改正により、技術

提案・交渉方式が新たに規定され、2019年2月現在、

国土交通省直轄工事では、表-1に示す6工事で技術提

案・交渉方式が適用されている。 

国総研社会資本マネジメント研究室は、これらの

工事の発注手続、実施設計、技術協力、工事の過程

で、地方整備局と密な連携をとりながら、技術提案・

交渉方式の適用効果、課題を整理し、課題への対応

策を提案した。 

表-1 技術提案・交渉方式の適用工事 

図-1 技術協力・施工タイプの手続 

２．研究の成果 

(1)技術提案・交渉方式の適用効果 

技術提案・交渉方式の適用工事のうち、施工中も

しくは施工を完了した工事の実施状況を表-2に示す。 
表-2 技術提案・交渉方式の実施状況 

淀川大橋床版取替他工事は、実施設計期間が２ヶ

月しか確保できず、近接での部材調査が十分できな

かったものの、工事着手後の新たな損傷の発見は、

発注者が想定していた範囲にとどまっている。二重

峠トンネル工事も順調に進み、平成31年2月には、

本坑貫通式が行われた。犀川大橋橋梁補修工事では、

施工契約前に損傷の原因や範囲の特定や、狭隘部の

施工性等に配慮した設計等ができ、工期の延長や工

事費の増加は生じなかった。

 (2)技術提案・交渉方式の課題 

技術提案・交渉方式を適用した結果、発注者から

は、工事契約締結までの手続期間の長期化を課題と

して指摘する意見が多くあった。一方、設計者や施

工者は、初めての経験で、実施設計や技術協力にお

いて、何から着手して良いかわからないとの意見が

あった。そのため、手続の効率化を進めるため、技

術協力業務の標準的な手順や留意点を整理した（図

-2）。

 

 
 

図-2 技術協力業務の手順（案） 

３．成果の活用 

研究の成果は、地方整備局等の支援を通じ、後続

の技術提案・交渉方式の適用工事において、迅速に

活用されている。当研究室では、技術提案・交渉方

式の改善や適用拡大に資する研究を継続する予定で

ある。 

☞詳細情報はこちら
国土交通省直轄工事における技術提案・交渉方式の運用

ガイドライン 平成27年６月 （平成29年12月改正） 
http://www.mlit.go.jp/tec/koushouhoushikigaido.html 

公告月 発注者 契約タイプ 工事件名 進捗

① H28.5 近畿 設計交渉・施工 淀川大橋床版取替他工事 施工中

② H28.7 九州 技術協力・施工 二重峠トンネル工事 施工中

③ H28.12 北陸 技術協力・施工 犀川大橋橋梁補修工事 施工完了

④ H29.9 中国 技術協力・施工 大樋橋西高架橋工事 技術協力中

⑤ H30.1 中部 技術協力・施工 八坂高架橋工事 技術協力中

⑥ H30.5 近畿 技術協力・施工 城山トンネル工事 技術協力中
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②実施段階
１）提案内容の採否確認、採用提案の反映
２）設計の確認（施工性等の観点）
３）不確定要素への対応
４）協議（関係行政機関等）
５）追加協議（国総研・土研・学識経験者）

①着手段階
技術協力の範囲 （技術協力の期間や設計の自由度 等）の確認

③成果とりまとめ段階
設計、施工計画、工事費等

価格交渉

⑤価格協議
（事前交渉）
・設計と同時
に価格協議
・参考見積を
聴取

④調査実施
・合同調査
等

・追加調査
（損傷状況・
試掘・
地質等）

・施工性
の確認

手 順

交渉成立

全
般

•発注者が柱となりながら、三者間の密な情報共有
が重要

① •効率的に進めるため技術協力範囲を明確化

②,
③

•採用しない技術提案があってよい、技術協力段階
に新たに提案も可能

•設計の早い段階から、懸案事項、不確定要素を積
極的に提示可

•独自技術を前提に設計可（複数案比較が必須でな
い）

•独自技術の評価には国総研・土研・学識経験者の
活用も有効

•協議支援（資料作成等）を実施可

④

•追加調査、協議を積極的に提案、実施可

•施工性の確認には詳細図面や場合によっては現
地での調査が必要

⑤

•参考見積による価格協議を早く始め、価格交渉の
手戻回避

•標準歩掛がない主要な工種は、施工中に歩掛実
態調査を行うことも有効

留 意 点

原稿テンプレート（個別記事・1ページ原稿用）

多様なストック効果の発現状況を踏
まえた事業評価手法に関する研究
（研究期間：平成30年度）

社会資本マネジメント研究センター 社会資本マネジメント研究室 

研究官 鈴木 貴大 交流研究員 後藤 和彦 室長中洲 啓太

（キーワード） 公共事業評価、ストック効果、効果の発現状況 

１．多様なストック効果の整理・活用の必要性

国土交通省が平成10年に新規事業採択時評価や再

評価を開始してから約20年が経過した。現在の事業

評価においては、貨幣換算が難しい多様なストック

効果の評価が課題であり、効果的、効率的な評価の

ため、過去の事業評価の経験から得た知見を将来の

事業の実務で活用することが求められている。

国総研社会資本マネジメント研究室では、蓄積さ

れた3,000件以上の事業評価結果に基づき、事業の特

性（分野・地域性）に応じたストック効果の発現状

況やその評価手法を分析している。本稿は、道路事

業を対象とした分析結果を報告するものである。

２．道路事業で発現した事業効果

図－1は、各評価項目（観光入込客数の増加、騒音

低減等）が定量的な効果として示された事業数を集

計したものである。事業評価の実務では貨幣換算が

難しい評価項目が多く用いられ、「高次医療施設へ

のアクセス性」等の生活の質を向上させる効果、地

域の安全・安心に関わる「災害時の代替路の形成」

や生産性向上に関わる「製造品等の出荷額」等、数

多くの多様な事業効果が確認されているとわかる。

これらの効果の発現状況には、評価段階や地域特

性による傾向の違いもある。例えば、新規事業採択

時評価では、事業実施前であるため定性的な効果把

握や推計値（例：災害時の代替機能を定性的に記述

等）が重視される一方で、事業実施後に実施される

事後評価の段階では、定量的な効果や実測値（例：

災害時の通行止め回数の減少等）が示されることが

多い。

また、表-1は、平成29年度の道路事業を三大都市

圏1とその他の地方圏での事業に分けて、いくつかの

1 東京・神奈川・埼玉・千葉、愛知・岐阜・三重、大阪・

評価項目の度数を示したものである。三大都市圏に

比べて地方圏では道路事業によって高次医療施設や

空港・駅・港湾等へのアクセス性向上が頻繁に見ら

れることから、地域ごとに道路事業の果たす役割の

違いがわかる。

図-1 道路事業における効果の発現状況

（対象：H22-28の事後評価事例200件）

表－1 三大都市圏とその他での主な効果の発現状況（新規

事業採択時評価・再評価・事後評価すべて含む。）

51件 40 18 13 15
（割合） 78% 35% 25% 29%
174件 83 113 63 37
（割合） 48% 65% 36% 21%

渋滞緩和 高次医療施設
への搬送時間

空港・駅・港湾
への所要時間

物流の流通利
便性向上

事業総数

三大都市圏

地方圏

３．今後の研究

今後は、地理的・産業的な条件に応じたストック

効果の発現の傾向を分析する他、事業実施後の効果

が地域で高く評価された実例を、いかにして将来の

類似の条件下で行われる事業の評価に活かすかとい

う視点から、効果的な評価項目や効率的な評価手法

を選定し、また事業を行う意義を総合的に説明する

手法を提案していく予定である。

☞詳細情報はこちら

1) 後藤 和彦, 鈴木 貴大, 中洲 啓太: 事業実施後に発現し

た多様なストック効果の実例分析．第36回建設マネジメント問題

に関する研究発表・討論会講演集，P69-72，2018．

京都・兵庫・奈良を三大都市圏、その他を地方圏として集

計。
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研究動向・成果

技術提案 ・ 交渉方式の適用効果と 
課題への対応策の提案
（研究期間 ： 平成28年度～平成30年度）
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